
参考資料２－３

 

地方自治体における総合評価方式の導入状況 

 

 

 総合評価方式をより規模の小さな工事やより難易度の低い工事に適用拡大するにあたり、

当該工事を多く実施している地方自治体における総合評価方式の実施状況を把握し、今後

の検討の参考とするため、平成１７年４月から５月にかけて国土技術政策総合研究所にお

いて全地方自治体を対象に総合評価方式に関するアンケート調査を行った。 

 アンケート調査の回答状況は下表の通りである。 

 

                      （平成 17 年 6 月 26 日現在） 

区 分 対象数 回答数 回答率 

都道府県 47 47 100.0％ 

政 令 市 14 14 100.0％ 

市 町 村 2,385 2,247 94.2％ 

計 2,446 2,308 94.4％ 
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１．総合評価方式の導入状況 

 

（１）地方自治体における総合評価方式の導入状況等 

（ａ）品確法の認知状況 

 

自治体における品確法の認知状況

聞いたことが
あるが、内容
は知らない

1167件
（50.6%）

聞いたこと
もない
321件

（13.9%）

未回答
6件

（0.3%）

知っていた
814件

（35.3%）

 

 

 

自治体における品確法の認知状況（自治体区分別）

46件

14件

754件 1166件 321件

1件

6件（未回答）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

政令市

市町村

知っていた 聞いたことがあるが、内容は知らない 聞いたこともない 未回答
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（ｂ）総合評価方式の認知状況 

 

自治体における総合評価方式の認知状況

聞いたことが
あるが、内容
は知らない

1085件
（47.0%）

聞いたこと
もない
342件

（14.8%）

未回答
9件

（0.4%）

知っていた
872件

（37.8%）

 

 

 

自治体における総合評価方式の認知状況（自治体区分別）

46件

13件

813件

1件

1083件 342件

1件

9件（未回答）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

政令市

市町村

知っていた 聞いたことがあるが、内容は知らない 聞いたこともない 未回答
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（ｃ）総合評価方式の導入状況 

 

自治体における総合評価方式の導入状況

導入済み
27件

（1.2%） 導入予定
20件

（0.9%）

未回答
8件

（0.3%）

導入の
予定なし
911件
39.5%

未定
1342件
（58.1%）

 

 

 

自治体における総合評価方式の導入状況（自治体区分別）

17件 11件

1件

19件

13件

1310件 911件

10件

8件（導入予定） 8件（未回答）

（導入済み）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

政令市

市町村

導入済み 導入予定 未定 導入の予定なし 未回答
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（２）導入済みの自治体に関する現状（対象：２７件） 

 

（ａ）総合評価方式の導入開始年度 

 

総合評価方式の導入年度

2
4

3
2

15

1

0

5

10

15

20

平成
１２年度

平成
１３年度

平成
１４年度

平成
１５年度

平成
１６年度

未回答

導
入

年
度

別
自

治
体

数

 

 

 

（ｂ）実施要綱の策定状況 

 

総合評価方式に関する実施要綱の策定状況

未回答
1件

（3.7%）

策定
していない

7件
（25.9%）

策定
している

19件
（70.4%）
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（ｃ）総合評価方式を適用する際の選定基準（工事工種など） 

 

総合評価方式の選定基準（工事工種、工事規模など）

基準を
設けていない

17件
（63.0%）

未回答
2件

（7.4%）

基準を
設けている

8件
（29.6%）

 

 

 

（ｄ）総合評価方式の実施実績（平成１４～１６年度実績） 

 

総合評価方式の実施実績

未回答
1件

（3.7%）

実績なし
7件

（25.9%） 実績あり
19件

（70.4%）
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（ｅ）総合評価方式の実施件数（平成１４～１６年度実績） 

 

総合評価方式の実施件数

6
9

40

0
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20

30

40

50

平成14年度 平成15年度 平成16年度

 
 

 

（ｆ）評価方法 

 

評価方法

技術提案型
23件

（85.2%）

不明
3件

（11.1%）
施工能力
審査型

1件
（3.7%）

 
  注：実施要綱あるいは具体の適用事例から判断。 
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（ｇ）総合評価の方法 

 

総合評価の方法

除算方式
18件

（66.7%）

加算方式
または

除算方式
1件

（3.7%）

不明
3件

（11.1%）

加算方式
5件

（18.5%）

 
  注：実施要綱あるいは具体の適用事例から判断。 
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（ｈ）外部機関の活用状況 

 

①外部機関の活用状況 

企業の技術力評価等における外部機関の活用
（※地方自治法に基づく学識経験者からの意見聴取を除く）

必要に応じて
外部機関を

活用している
12件

（44.4%）

未回答
2件

（7.4%）

内部職員
で対応
している

13件
（48.1%）

 

 

 

②外部機関の活用段階（対象：１３件） 

活用段階（対象：外部機関を活用している13件）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

評価方法の決定

企業の技術力評価（技術審査）

技術提案の審査・評価

その他

 

 

 

③活用したことのある外部機関（対象：１３件） 

外部機関（対象：外部機関を活用している13件）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設技術センター等の公益法人

建設コンサルタント等の民間組織

その他外部機関
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表  総合評価方式導入済みの自治体一覧 

自治体 
導入 
年度 

総合
評価
方式
実施
要綱 

対象
工事 
選定
基準 

H14～
16の
実施 
件数 

評価方法 

総合評価 
の方法 
(加算/ 

除算の別) 

適用事例に 
おける加算点
の配点割合 

北海道 １６ ○ × １ 技術提案型 除算方式 ２３ 

青森県 １６ × × １ 技術提案型 除算方式 １２０ 

秋田県 １６ ○ × ０ 技術提案型 除算方式 － 

山形県 １６ ○ ○ ５ 技術提案型
加算または
除算方式 

１０ 

埼玉県 １４ ○ × ６ 技術提案型 除算方式 １０～２０．５

東京都 １３ ○ × １ 技術提案型 加算方式 － 

山梨県 １４ × × ３ 技術提案型 除算方式 １０ 

長野県 １６ ○ × １０ 
施工能力 
審査型 

加算方式 ９．３ 

岐阜県 １６ ○ ○ １ 技術提案型 除算方式 １５ 

静岡県 １５ ○ × ６ 技術提案型 除算方式 １０ 

愛知県 １６ ○ × １ 技術提案型 除算方式 ６ 

三重県 １６ ○ ○ ４ 技術提案型 除算方式 ８．１～９ 

兵庫県 １３ ○ × ８ 技術提案型 除算方式 １０～８０ 

香川県 １６ × × ２ 技術提案型 除算方式 － 

高知県 １５ × × １ 技術提案型 除算方式 １０ 

佐賀県 １６ ○ ○ ０ － － － 

長崎県 １６ ○ × １ 技術提案型 除算方式 １０ 

福島県福島市 １２ × × ０ 技術提案型 加算方式 ３０ 

埼玉県飯能市 １３ ○ － ０ 技術提案型 除算方式 － 

神奈川県藤沢市 １３ ○ ○ ０ － － － 

福井県鯖江市 １２ ○ ○ ０ 技術提案型 除算方式 － 

岐阜県下呂市 １６ × × ０ － － － 

京都府舞鶴市 １４ ○ × １ 技術提案型 加算方式 － 

大阪府枚方市 １６ × ○ １ 技術提案型 除算方式 １０ 

兵庫県芦屋市 １６ － － １ 技術提案型 除算方式 ２５ 

長崎県五島市 － ○ ○ － 技術提案型 除算方式 － 

福島県磐梯町 １６ ○ × １ 技術提案型 加算方式 １５０ 

注１：「総合評価方式実施要綱」及び「対象工事選定基準」欄の凡例は以下のとおり。 

「○」：策定済み，「×」：策定していない，「－」：未回答 

注２：「適用事例における加算点の配点割合」は価格を１００とした場合の加算点の割合（％）。 

   福島市は平成１２年度の適用事例における割合。 
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（３）導入予定の自治体に関する現状（対象：２０件） 

 

（ａ）総合評価方式の導入予定年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合評価方式の導入予定年度
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（ｂ）実施要綱の策定状況 

 

 

 
総合評価方式に関する実施要綱の策定状況

策定する予定
17件

（85.0%）

策定している
3件

（15.0%）
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（ｃ）総合評価方式を適用の際の選定基準（工事工種など） 

 

総合評価方式の選定基準（工事工種、工事規模など）

未回答
4件

（20.0%）

基準を
設けない

5件
（25.0%）

基準を
設ける予定

11件
（55.0%）
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（ｄ）外部機関の活用の予定 

 

①外部機関の活用についての検討状況 

企業の技術力評価等における外部機関の活用の検討
（※地方自治法に基づく学識経験者からの意見聴取を除く）

未回答
1件

（5.0%）

必要に応じて外
部機関

の活用を検討し
ている
6件

（30.0%）

内部職員
で対応

する予定
13件

（65.0%）

 

 

 

②検討している外部機関の活用段階（対象：６件） 

活用段階（対象：外部機関の活用を検討している6件）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

評価方法の決定

企業の技術力評価（技術審査）

技術提案の審査・評価

その他

 

 

 

③活用予定の外部機関（対象：６件） 

外部機関（対象：外部機関の活用を検討している6件）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設技術センター等の公益法人

建設コンサルタント等の民間組織

その他外部機関
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表  総合評価方式導入予定の自治体一覧 

自治体 
導入 

予定年度 
総合評価方式
実施要綱 

対象工事 
選定基準 

評価方法 

総合評価 
の方法 
(加算/ 

除算の別) 

宮城県 １８ ○ ○ － － 

栃木県 １７ ○ × － － 

群馬県 － ○ × － － 

千葉県 １７ ○ ○ － － 

神奈川県 １８ ○ － － － 

和歌山県 １８ ○ ○ － － 

島根県 １７ ◎ － － － 

広島県 １７ ○ ○ － － 

徳島県 １７ ◎ － － － 

愛媛県 １７ ○ × － － 

熊本県 １７ ○ ○ － － 

宮城県仙台市 － ○ － － － 

千葉県佐倉市 １９ ○ ○ － － 

千葉県八千代市 ２０ ○ ○ － － 

新潟県南魚沼市 １８ ○ ○ － － 

静岡県熱海市 － ○ ○ － － 

滋賀県近江八幡市 １９ ○ ○ － － 

兵庫県尼崎市 １７ ◎ × 技術提案型 除算方式 

大分県中津市 １８ ○ × － － 

鳥取県琴浦町 － ○ ○ － － 

注１：「総合評価方式実施要綱」及び「対象工事選定基準」欄の凡例は以下のとおり。 

   「◎」：策定済み，「○」：策定予定，「×」：策定予定なし，「－」：未回答 
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（４）総合評価方式導入の効果と課題 

 

（ａ）導入済みの自治体 

 総合評価方式を導入済みの２７の自治体における、導入の効果及び課題は次のとお

りである。 

総合評価方式の導入による効果

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新技術・新工法の採用促進

トータルコストの削減（ランニングコストを含む）

目的物の品質（機能・性能）の向上

住環境の保全

自然環境の保護

工事中の渋滞緩和

リサイクルによる省資源化

地元企業の育成（技術力向上等）

不良・不適格業者の排除

インハウス職員の技術力の向上

その他

 

 

総合評価方式の課題

0% 20% 40% 60% 80% 100%

手続き開始から契約までに時間を要する*

手続きに伴う事務量の増大*

客観的な評価項目の設定が困難

客観的評価方法の設定が困難

評価方法（加算方式、除算方式等）が難しい

評価に係わるデータの不足

予定価格（総合評価管理費の計上）の作成が困難

審査・評価結果の説明が困難

審査・評価体制が不十分（技術職員の不足）

監督・検査体制が不十分（技術職員の不足）

地元企業の技術的対応が困難

大手企業参入による地元企業界ヘの影響

不当な低価格入札の可能性に対する懸念

その他

 

＊地方自治法施行令第 167 条 10 の 2 にて、「総合評価の適否」「落札者決定基準」

「落札者決定」の各段階で学識経験者 2名以上から意見を聞くことが規定。 
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（ｂ）導入予定の自治体 

 総合評価方式を導入予定の２０の自治体における、導入により見込まれる効果及び

課題は次のとおりである。 

 

総合評価方式の導入により見込まれる効果

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新技術・新工法の採用促進

トータルコストの削減（ランニングコストを含む）

目的物の品質（機能・性能）の向上

住環境の保全

自然環境の保護

工事中の渋滞緩和

リサイクルによる省資源化

地元企業の育成（技術力向上等）

不良・不適格業者の排除

インハウス職員の技術力の向上

その他

 

 

総合評価方式の課題

0% 20% 40% 60% 80% 100%

手続き開始から契約までに時間を要する

手続きに伴う事務量の増大

客観的な評価項目の設定が困難

客観的評価方法の設定が困難

評価方法（加算方式、除算方式等）が難しい

評価に係わるデータの不足

予定価格（総合評価管理費の計上）の作成が困難

審査・評価結果の説明が困難

審査・評価体制が不十分（技術職員の不足）

監督・検査体制が不十分（技術職員の不足）

地元企業の技術的対応が困難

大手企業参入による地元企業界ヘの影響

不当な低価格入札の可能性に対する懸念

その他
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（５）総合評価方式導入が未定、又は導入予定がない理由 

 総合評価方式の導入が未定、又は導入予定がない２,２５３自治体において、導入に

あたっての課題、又は導入の予定がない理由は以下のとおりである。 

 

総合評価方式の導入にあたっての課題、又は導入の予定がない理由

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全庁的な意思決定が困難

議会等への説明が困難

導入済みの自治体における総合評価方式の成果検証が必
要

他の入札契約方式（契約後VE等）の検証が必要

総合評価方式の導入に必要な手続きが不明

総合評価方式の導入にて定めるべき事項等が不明

総合評価方式の入札手続の流れや準備すべき資料等が不
明

総合評価方式の評価方法が不明

総合評価方式における予定価格の考え方が不明

総合評価方式導入による効果が不明

技術提案を求めるような高度な工事がない

中小規模の工事が主であり、技術提案の余地が少ない

手続き開始から契約までに時間を要する

手続きに伴う事務量の増大

客観的な評価項目の設定が困難

客観的な評価方法の設定が困難

評価方法（加算方式、除算方式等）が難しい

評価にかかわるデータの不足

予定価格（総合評価管理費の計上）の作成が困難

審査・評価結果の説明が困難

審査・評価体制が不十分（技術職員の不足）

監督・検査体制が不十分（技術職員の不足）

地元企業の技術的対応が困難

大手企業参入による地元企業界への影響

不当な低価格入札の可能性に対する懸念

その他
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２．総合評価方式の適用事例 

 総合評価方式導入済み（適用実績あり）の地方自治体のうち、具体的な適用事例に関

する調査票の回答が得られた下表の２０自治体３３適用事例について、その状況を以下

に示す。 

 

自治体 適用事例件数 自治体 適用事例件数 

北海道 １ 三重県 ２ 

青森県 １ 兵庫県 ４ 

山形県 ５ 香川県 １ 

埼玉県 ３ 高知県 １ 

東京都 １ 長崎県 １ 

山梨県 ２ 福島県福島市 １ 

長野県 １ 京都府舞鶴市 １ 

岐阜県 １ 大阪府枚方市 １ 

静岡県 ３ 兵庫県芦屋市 １ 

愛知県 １ 福島県磐梯町 １ 

計 ３３ 

   注：福島市は平成１２年度の事例。その他自治体は平成１４年度以降の事例。 

 

（１）地方自治体における総合評価方式の適用事例の内訳 

（ａ）適用工事の契約年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合評価方式適用事例の契約年度

0

5

10

15

20

25

H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 無効回答 未記入

年　　度

工
事

件
数
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（ｂ）工事の種類と調達範囲別適用件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事の種類と調達範囲

0 2 4 6 8 10 12

土木一式工事（ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

土木一式工事（ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ）

建築一式工事

大工工事

左官工事

とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事（法面処理除く）

とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事（法面処理）

石工事

屋根工事

電気工事

鋼構造物工事（鋼橋上部を除く）

鋼構造物工事（鋼橋上部）

鉄筋工事

舗装工事

しゅんせつ工事

板金工事

ガラス工事

塗装工事

防水工事

内装仕上工事

機械器具設置工事

熱絶縁工事

電気通信工事

造園工事

さく井工事

建具工事

水道施設工事

清掃施設工事

消防施設工事

その他

工
事
の
種
類

工事件数

工事のみ 設計・工事
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（ｃ）工事の種類と予定価格 

 

工事の種類と予定価格

0 2 4 6 8 10 12

土木一式工事（ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

土木一式工事（ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ）

建築一式工事

大工工事

左官工事

とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事（法面処理除く）

とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事（法面処理）

石工事

屋根工事

電気工事

鋼構造物工事（鋼橋上部を除く）

鋼構造物工事（鋼橋上部）

鉄筋工事

舗装工事

しゅんせつ工事

板金工事

ガラス工事

塗装工事

防水工事

内装仕上工事

機械器具設置工事

熱絶縁工事

電気通信工事

造園工事

さく井工事

建具工事

水道施設工事

清掃施設工事

消防施設工事

その他

工
事
の
種
類

工事件数

5千万円未満 5千万～1億円未満 1億～2億円未満 2億円以上
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（ｄ）工事の種類と落札企業の所在 

 

工事の種類と落札企業の所在

0 2 4 6 8 10 12

土木一式工事（ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

土木一式工事（ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ）

建築一式工事

大工工事

左官工事

とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事（法面処理除く）

とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事（法面処理）

石工事

屋根工事

電気工事

鋼構造物工事（鋼橋上部を除く）

鋼構造物工事（鋼橋上部）

鉄筋工事

舗装工事

しゅんせつ工事

板金工事

ガラス工事

塗装工事

防水工事

内装仕上工事

機械器具設置工事

熱絶縁工事

電気通信工事

造園工事

さく井工事

建具工事

水道施設工事

清掃施設工事

消防施設工事

その他

工
事
の
種
類

工事件数

県内企業 県外企業 県内及び県外企業
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（ｅ）工事の種類と落札企業の技術提案状況 

 

工事の種類と落札企業の技術提案状況

0 2 4 6 8 10 12

土木一式工事（ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

土木一式工事（ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ）

建築一式工事

大工工事

左官工事

とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事（法面処理除く）

とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事（法面処理）

石工事

屋根工事

電気工事

鋼構造物工事（鋼橋上部を除く）

鋼構造物工事（鋼橋上部）

鉄筋工事

舗装工事

しゅんせつ工事

板金工事

ガラス工事

塗装工事

防水工事

内装仕上工事

機械器具設置工事

熱絶縁工事

電気通信工事

造園工事

さく井工事

建具工事

水道施設工事

清掃施設工事

消防施設工事

その他

工
事
の
種
類

工事件数

最優秀技術提案者 最優秀技術提案者以外 無効回答
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（ｆ）工事の種類と落札企業の価格提案状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事の種類と落札企業の入札価格

0 2 4 6 8 10 12

土木一式工事（ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

土木一式工事（ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ）

建築一式工事

大工工事

左官工事

とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事（法面処理除く）

とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事（法面処理）

石工事

屋根工事

電気工事

鋼構造物工事（鋼橋上部を除く）

鋼構造物工事（鋼橋上部）

鉄筋工事

舗装工事

しゅんせつ工事

板金工事

ガラス工事

塗装工事

防水工事

内装仕上工事

機械器具設置工事

熱絶縁工事

電気通信工事

造園工事

さく井工事

建具工事

水道施設工事

清掃施設工事

消防施設工事

その他

工
事
の
種
類

工事件数

最低価格入札者 最低価格入札者以外 無効回答
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（２）地方自治体における総合評価方法の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合評価方法の内訳（工事件数割合）

除算方式 (28件)

加算方式 (5件)

 

 

（３）地方自治体における総合評価方式の評価項目数 

（ａ）評価項目の設定数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価格以外の評価項目の設定数（工事件数割合）

1項目
33.3%

2項目
9.1%3項目

30.3%

4～5項目
3.0%

6～10項目
12.1%

11項目以上
9.1%

未記入
3.0%
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（ｂ）評価のウエイト 

 

価格以外の評価項目の評価ウエイト（工事件数割合）

ウエイト：10%未満
12.1%

ウエイト：10%
48.5%

ウエイト：10～
20%未満

3.0%

ウエイト：20%以上
21.2%

未記入
15.2%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｃ）評価項目数と評価のウエイト 

 

価格以外の評価項目の設定数と評価ウエイト

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1項目

2項目

3項目

4～5項目

6～10項目

11項目以上

評
価
項
目
数

工事件数の割合

10%未満 10% 10～20%未満 20%以上 未記入
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（４）地方自治体の総合評価方式における学識経験者の活用 

（ａ）学識経験者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学識経験者数（工事件数割合）

2人
59.4%

3人
21.9%

6人
3.1%

5人
0.0%4人

9.4%

1人
6.3%

 

（ｂ）学識経験者に意見を伺った事項 

 

学識経験者に意見等を伺った事項

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合評価落札方式の

適否に関する事項

落札者決定基準を

定めるに当たり

留意すべき事項

総合評価落札方式の

落札者決定

に関する事項

その他

学
識
経
験
者
に
伺

っ
た
事
項

工事件数の割合
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（５）地方自治体の総合評価方式における外部機関の活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部機関の活用状況（工事件数割合）

公益法人
15.6%

民間機関
6.3%

その他
3.1%

25.0%

内部職員のみ
で対応

75.0%
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